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発行：自治労津別町役場職員組合　教育宣伝部


	10月26日に提出した2009賃金確定及び現業公企統一闘争の要求書に対する「回答書」を6日に受け取りました。

回答内容について、昨日の現評、青婦部合同の執行委員会で協議し、当局交渉に臨む課題を確認しました。

組合としては、当局に使用者責任を質すことを基本に、現在、網走地方本部が集約を進めている近隣各単組の当局の動向も見ながら交渉を強めていきます。

本日が事務交渉、12日が全権委任副町交渉という日程になります。副町長交渉に際しては、組合員の皆さんにも「腕章」の着用について協力をお願いします。　
	


	





	


道立紋別病院の現状と地域医療の窮状を見て　2009.11.9

	　10月28日、道議会民主党・道民連合の役員会と地方選出の道議として、私も標記調査を実施しました。

　午後から市民の皆さんや広域協議会参加の４町村長さん、行政の担当者の方々や市協議会の皆さんからこの病院の抱えている問題や今後、病院移管に向けた道との協議の経過や要望などを伺い、又その後は病院にて院長さんや病院関係者の皆さんから病院の沿革や診療・施設概況と経営状況について説明を聞かせていただきました。

　
	昭和19年開設から65年が経過した歴史と西紋地域の中核病院として、多い時は診療科目28科、医師数23名を抱え地域の安全を担ってきたこの病院が今、その存続すら危ぶまれていることに地域医療の窮状を再度強く思います。お世話になった方々にお礼を述べます。

西紋地域の安心確立の為がんばりましょう。間違っても道庁は、財政的見方優先の判断はいけません。「人が相手の仕事」「人の命を守る仕事」があるのです。

【日下太朗ＨＰから】

	



10月28日、自治労は、2009自治体確定闘争の推進のため、総務省公務員部長交渉を実施しました。総務省からは公務員部長、給与能率推進室長ほかが、自治労からは、岡本書記長、松本総合労働局長ほかが交渉に出席しました。交渉案件は、「賃金、住居手当」「技能労務職員の給与」「定員管理」「臨時・非常勤職員のあり方」「退職手当債」等についてでした。

以下、「賃金、住居手当」に係る内容を報告します。

◎自治労

自治体における賃金確定については、労使の自主交渉の結果を尊重すること。また、住居手当の取り扱いについても当該自治体における労使交渉の結果を尊重し、介入、指導を行わないこと。

◎総務省

地方公務員の給与については、地方公務員法の趣旨に則り、労使間の交渉や地域の実情を踏まえつつ、条例で定められるべきものである。具体的には、当該団体の規模や給与の実態、その他の事情を総合的に勘案した上で、国民・住民の理解と納得が得られるような適正な内容とすることが大切であると考えている。

自宅に係る住居手当については、地方公務員法において、国家公務員の給与等を考慮して定めなければならないとされている均衡の原則があり、地方公務員の給与制度については、国家公務員の給与制度を基本として決定すべきものである。このような考えのもと、本年８月に発出した総務事務次官通知においても、自宅に係る住居手当については、廃止を基本とした見直しを行うよう、助言したところである。

自治労は、「国と自治体、自治体間では異なる点を踏まえるべき。その事情について理解をお願いし、自治体への介入・指導を行わないでいただきたい」と強く訴えました。



労働金庫 津別担当の澤田さんは毎週水曜日に来ます


庁舎以外で澤田さんに寄ってほしい方は、書記長の山田に当日の朝までにご連絡を。











今後の闘争日程





10日(火) 事務交渉


11日(水) 執行委員会


12日(木) 副町長交渉（全権委任）


        執行委員会


※交渉継続の場合は13日も副町長交渉


13日(金) 職場集会


16～17日 超勤拒否


17日(火) 道本部統一行動





※16～17日の対応は、副町長交渉の結果を踏まえ、12日の執行委員会で判断します。














